
泉佐野市既存木造住宅改造助成事業補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、泉佐野市補助金等交付規則（平成１７年２月１６日泉佐野市規則第２号）に定めるも

ののほか、市民が安心して住み続けられる住まいづくりを目的に、市民が行う住宅リフォーム工事に要

する経費に対し、泉佐野市既存木造住宅改造助成事業補助金（以下「補助金」という。）を交付すること

について必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 住宅リフォーム工事  既存の木造住宅の機能、性能、安全性、耐久性及び居住性等を維持し、又

は向上させるために行う木造住宅の改修、修繕及び模様替え等に係る工事をいう。 

(2) 空家 概ね１年以上、建築物の使用実績が無い状態のものをいう。 

 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、泉佐野市内の補助金の交付対象

となる木造住宅（以下「補助対象住宅」という。）に居住する者又はこれから居住しようとする者であって、

泉佐野市木造住宅耐震改修補助金交付要綱第８条第１項の交付決定を受けている者。ただし、当該

補助対象住宅の固定資産税及び都市計画税に滞納がある場合は除く。 

 

（補助対象住宅） 

第４条 補助対象住宅は、補助対象者が所有権を有する木造住宅（賃貸住宅を除く）で、泉佐野市木造

住宅耐震改修補助金交付要綱（令和３年４月１日施行）に基づく耐震改修工事と同時に同一棟で住宅

リフォーム工事を実施する住宅とする。ただし、店舗、事務所等との併用住宅にあっては補助対象者の

居住部分に、共同住宅等にあっては補助対象者の住居占用部分に限る。 

 

（補助対象工事） 

第５条 補助金の交付の対象となる工事は、補助対象住宅に係る住宅リフォーム工事で次に掲げるすべ

ての要件を満たすものとする。 

（１） 住宅の機能改善・向上のために行う改修、修繕及び模様替え等であるもの 

（２） 第７条に規定する申請書を提出した当該年度の３月１５日までに第１１条に規定する工事完了届を

提出することができるもの 

（３） 原則として、昭和５６年５月３１日以前に建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項の規定

による確認済証の交付を受けて建築されたもの、ただし、賃貸住宅は除く 

２ 次に掲げる工事に要する費用は、前項第１号に規定する工事経費から除くものとする。 

（１） 住宅に附帯する門、塀、擁壁、車庫及び通路等の新設又は修繕に要する費用 

（２） 電化製品等の購入や取付け又は部品交換に要する費用 

（３） 国、府及び市から補助、融資等を受けることができる工事に要する費用 

（４） 共同住宅等にあっては、室内住居専用部分以外の修繕等に要する費用 

（５） その他市長が補助金を交付することが適当でないと認める工事に要する経費 



（補助金額） 

第６条 補助金の交付は、同一補助対象住宅及び同一補助対象者については１回限りとし、住宅リフォ

ーム工事に要した費用にかかる補助金の額は、４００,０００円（長屋又は共同住宅にあっては、１戸当た

り４００,０００円として算出した額。なお、住宅リフォーム工事に要した費用が４００,０００円未満の場合は、

その額。）とする。 

２ 補助対象住宅が空家である場合の補助金の額は、前項の金額に５００，０００円を加算した金額とす

る。 

 

（補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、既存木造住宅改造助成事業補助金交付申請書（様式第１

号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（１） 木造住宅耐震改修補助金交付決定通知書の写し 

（２） 住宅リフォーム工事に係る見積明細書（耐震改修工事とその他の部分を分けたもの） 

（３） 住宅リフォーム工事工程表 

（４） 補助対象住宅の全部事項証明書又はその写し 

（５） 補助対象者の直近の所得証明書 

（６） 補助対象住宅の所有者と占有者（居住者）が異なる場合は、占有者（居住者）からの住宅リフォーム

工事に係る同意書（区分所有物を除く。） 

（７） 補助対象住宅の所有者が複数あるときは、補助対象者以外の当該建築物の所有者の住宅リフォー

ム工事に係る同意書（区分所有物を除く。） 

（８） 補助対象住宅の工事箇所詳細が記載された平面図 

（９） 補助対象住宅が空家である場合は、1 年以上、水道の使用実績がない事がわかるもの 

（10）その他市長が必要と認める書類 

 

（補助金の交付決定及び通知） 

第８条 市長は、前条の申請書を受理したときは、当該申請の内容を審査し、適当と認めたときは、補助

金の交付を決定し、既存木造住宅改造助成事業補助金交付決定通知書（様式第２号）により当該申請

者に通知するものとする。この場合において、市長は、当該補助金の交付について条件を付けることが

できる。 

２ 市長は、前項に規定する審査の結果、補助金を交付しないことを決定したときは、既存木造住宅改造

助成事業補助金を交付しない旨の通知書（様式第８号）により当該申請者に通知するものとする。 

 

（住宅リフォーム工事の着手） 

第９条 申請者は当該通知書を受け取った日から概ね３０日以内に住宅リフォーム工事に着手するものと

し、着手したときは直ちに既存木造住宅改造助成事業工事着手届（様式第４号）に住宅リフォーム工事

の請負契約書の写しを添えて市長に提出しなければならない。 

 

（住宅リフォーム工事の変更及び中止） 

第１０条 申請者は、第７条に規定する補助金の交付申請の内容を変更しようとするときは、既存木造住

宅改造助成事業補助金交付変更申請書（様式第５号）に市長が別に定める必要書類を添えて市長に

申請し、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。ただし、補助金の額に変更が生じない場合は、



既存木造住宅改造助成事業工事変更届（様式第６号）に市長が別に定める必要書類を添えて市長に

提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による変更の申請があった場合において、内容を審査し、適当と認めるときは申

請者に対し既存木造住宅改造助成事業補助金交付変更決定通知書（様式第７号）により承認を行うも

のとする。その場合において、必要と認めるときは補助金の額その他補助金の交付決定に係る内容等

を変更することができる。 

３ 申請者は前項の規定により、補助金の交付変更決定の通知を受けたときは、速やかに住宅リフォーム

工事の工事業者と契約し、当該変更契約書の写しを市長に提出しなければならない。 

４ 申請者は、住宅リフォーム工事を中止しようとするときは、あらかじめ既存木造住宅改造助成事業工事

中止届（様式第８号）を市長に提出しなければならない。この場合において、それまでに要した経費は、

申請者の負担とする。 

５ 前項に規定する取下げがあったときは、第８条の補助金交付の決定は、取り消されたものとみなす。 

 

（完了報告） 

第１１条 申請者は、住宅リフォーム工事完了後、既存木造住宅改造助成事業工事完了届（様式第９号）

に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（１） 住宅リフォーム工事写真 

（２） 住宅リフォーム工事費領収書の写し 

（３） 住宅リフォーム工事費の明細書 

（４） その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定による工事完了報告は、住宅リフォーム工事の完了した日から起算して３０日を経過した

日又は補助金の交付申請にかかる会計年度の３月１５日のいずれか早い日までに市長に報告しなけ

ればならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第１２条 市長は、前条の規定により工事完了の報告を受理したときは、当該報告書等の内容を審査し、

住宅リフォーム工事が適正に行われたと認めるときは、補助金の額を確定し既存木造住宅改造助成事

業工事補助金交付額確定通知書（様式第１０号）により、速やかに補助申請者に通知するものとする。 

 

（補助金の請求） 

第１３条 申請者は、前条の規定による補助金の交付額確定の通知を受けたときは、既存木造住宅改造

助成事業工事補助金交付請求書（様式第１１条）により、市長に補助金の交付を請求するものとする。 

 

（補助金の交付） 

第１４条 市長は、前条の規定による補助金の請求があったときは、その内容を審査し、適当と認めるとき

は、当該請求者に対し補助金を交付するものとする。 

 

（決定の取消し） 

第１５条 市長は、申請者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金の交付の全部又は

一部を取り消すことができる。 

（１） 偽りその他不正な手段により、補助金の交付を受け、又は受けようとしたとき 



（２） 補助金を交付の目的以外に使用したとき 

（３） 補助金の交付決定の条件に違反したとき 

（４） この要綱の規定又はこれに基づく指示に違反したとき 

（５） 前各号に掲げるもののほか、補助金を交付することが不適当と認めるとき 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、既存木造住宅改造助成事業工事

補助金交付決定取消通知書（様式第１２号）により申請者に通知するものとする 

                                                         

（補助金の返還） 

第１６条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、申請者に当該取り消

しに係る補助金を既に交付しているときは、既存木造住宅改造助成事業補助金返還命令書（様式第 

１３号）により、期限を定めてその返還を命じるものとする。 

 

（補助申請者に対する指導） 

第１７条 市長は、補助事業の適正かつ円滑な執行を図るため、必要があると認める場合、申請者に対し、

報告を求め、必要な指導及び助言をすることができる。 

 

（書類の保存） 

第１８条 申請者は、補助金に係る収支の状況を明らかにした帳簿及び書類を整備し、かつ、これらの帳

簿及び書類を補助金の交付決定を行った年度の翌年度から起算して、５年間保管しなければならな

い。 

 

（その他） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

1 この要綱は、平成 30年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

３ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 


